様式第４号の３
消防用設備等又は特殊消防用設備等設置計画届出書
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届出者（建築主）
住　所
氏　名
電　話（　　　　　）　　　　　―
建築確認申請をいたしました建築物について、消防法第１７条の規定に基づき消防用設備等又は特殊消防用設備等を設置いたします。
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□消防法施行規則第１２条の２又は第１３条に基づく区画の形成
□特別避難階段の設置　　□屋外に設ける避難階段の設置
□消防機関からの歩行距離５００ｍ以内又は１０㎞以上
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	□
	

	
	□
	

	※指導事項

	

	

	

	

	※受付欄
	※経過欄
	※備考欄

	
	
	


備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　　　２　建築基準法第６条第１項の確認を受けなければならない建築等に伴い、消防用設備等を設置しようとする建築主は、本計画書に必要事項を記入し、建築確認申請の正副の付近見取図の前に添付すること。
　　　３　太枠内の※印の欄は記入しないこと。
　　　４　２以上の防火対象物を建築しようとする場合は、それぞれの防火対象物ごとに本計画書を作成し、提出すること。
　　　５　消防法施行令第８条の区画がある場合は、区画ごとに本計画書を作成し、提出すること。
　　　６　階別の欄で８以上の階を有する場合は、本計画書を２枚以上作成して記入すること。
　　　７　該当する□にレ印を記入すること。
　　　８　無窓階の欄は、無窓階に該当する階にあっては、「無窓」、無窓階以外の階にあっては「普通」と記入すること。また、無窓階以外の階がある場合は、別に定める普通階・無窓階判定書を添付すること。
　　　９　収容人員は、消防法施行規則第１条の３に基づき階ごとに算定するものとし、別に定める計算書を添付すること。
